
 （資料２１） 

本研究の目的は、将来に亘って持続可能ながん情報提供と相談支援の体制の確立すること 

である。そのためには、1) 急速に多様化するがん情報ニーズに迅速かつ正確に対応するため

に“All Japan”でのがん情報提供体制のあり方を提言すること、2) がん診断早期からのが

ん相談支援の有効性の検証を行い、エビデンスに基づく相談支援体制を構築すること の両

者を併行して進めることが必須である。本分担研究者は両方の活動グループに所属し、1)に

ついては、昨年度に引き続いて、全国がんセンター協議会（全がん協）の代表として 国立

がん研究センターが作成する「がん情報サービス」のモデルケースの構築を目指して、子宮

がんと外科療法、薬物療法のコンテンツ新設・更新に加わっている。また、患者の疑 問・

質問の収集の方法として、Patient Views and Preferences (PVP)の収集への全がん協の協

力を主導した。さらに収集した「食道がんに関するPVP」を日本食道学会へ提示して、 

「がん情報サービス」と学会との協働のモデルケース確立の模索を開始した。2)について 

は、萩原分担研究者によるがん相談支援事業の周知に関わるMAUT解析のモデル施設として、

九州がんセンターによる調査に協力した。 
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研究要旨 

 

Ａ．研究目的 

1) 急速に多様化するがん情報ニーズに迅 

速かつ正確に対応するために“All Japan” 

でのがん情報提供体制のあり方を提言する。 

2) がん診断早期からのがん相談支援の有

効性の検証を行い、エビデンスに基づく相

談支援体制を構築する。 

 
Ｂ．研究方法 

1) 現行の「がん情報サービス」の効率的な

更新のあり方を確立するために、昨年度か

ら行った全国がんセンター協議会（全がん

協）による情報作成を継続することを通じ 

て、国立がん研究センターとの持続可能な

連携を模索する。また、患者・家族の疑問・

質問（Patient Views and Preferences: PVP) 

の効率的かつ持続可能な収集方法を確立す

るために、全がん協における多職種にわた

る第 1 回調査を行う。 

2) 相談支援事業の周知活動を定量的に評 

価するためのMAUT解析のモデル施設として、

九州がんセンターによる調査を行う。 

 
（倫理面への配慮） 

本研究では介入試験は行わないが、相談

支援の有効性検証のための全国調査は疫学 
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研究の対象になると考えられ、「人を対象と

する医学系研究に関する倫理指針」を遵守

してこれを行う。 

 
Ｃ．研究結果 

1) 全がん協の代表として、国立がん研究セ

ンターが作成する「がん情報サービス」の

改訂における連携の可能性を求める作業に

昨年度に引き続いて参画し、モデルケース

の構築を目指して癌種として子宮がんを、

さらに横断的な部分の作成のトライアルと

して、外科療法、薬物療法のコンテンツ作

成を行っている。この作業を通じて、今後

の持続可能な作成方法のあり方を国立がん

研究センタースタッフと議論し、情報コン

テンツの作成フローの決定や作成効率化の

ための検討を行っているところである。 

PVP 収集のために、全がん協施設の多職

種を対象にして、リンパ浮腫・しびれ・排

尿・食道がん・大腸がんに関する患者や家

族から受けた疑問や質問を調査した。多く

の施設から調査協力が得られ、さらに多職

種によって異なる PVP があることがわかっ

た。詳細は、主任研究者によって報告され

る。 

食道がんに関する PVP を日本食道学会に

提示し、患者家族への情報提供に関する協

働（分担作業）の可能性の議論を開始した。 

2) MAUT 解析のために、九州がんセンター の

利害関係者（n=36）が協力した。 その内訳は、

医師 (n=5)、看護師（n=5）、相談支援センタ

ー職員（n=7）、病院首脳陣 (n=6) 、病院経

理・総務部門 (n=6)、社会保険労務士 (n=7)

であった。結果の報告は、萩原分担研究者に

よってなされる。 

Ｄ．考察 

近年、がん情報に関しては、情報更新の

頻度や速さが急激に増加しており、さらに

ゲノム医療をはじめとする新しい医療に関

する情報が求められている一方で、科学的

根拠に基づかない情報に対する対策も求め

られており、これまで以上に迅速かつ的確

に情報提供を行える”持続可能な体制”を

目指していく必要がある。本研究班は、国

立がん研究センターのみならず、各学会や

団体が協働して、「All Japan のがん情報

提供体制の確立」を目指すものである。こ

のあり方については、既に第 2 期がん対

策推進基本計画で既に提示されているもの

の、具体的な活動はほとんどなされてこな

かったのが現状である。 

この点に関しては、本分担研究者は全が

ん協の承認を得て、その代表として昨年度

に引き続き国立がん研究センターとの協働

作業を継続している。本研究班が構築を望

む形の一部は実現できてきたと考える。 

現在、多くの診療ガイドラインが発刊さ

れているが、患者用のものは少なく、かつ

患者の声を反映して作成されているガイド

ラインは少ない。ガイドライン作成委員に

患者を含める方向性は見られるが、少数の

患者の声が全体を代表しているか否かの問

題点もあるだろう。そのために、各がんの

PVP を定期的かつ継続的に収集し、ガイ

ドライン作成者（学会）に提示できれ

ば、Clinical Question にはならなくても

作成の参考には大いになり得ると考えられ

る。ガイドラインへの直接の利用はなくて

も、例えば、がんに関する基本的な情報発信

は「がん情報サービス」が担当し、さらな

る詳細情報の発信を学会が担当する、また

は PVP を用いたQ & A を学会ホームペ
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ージで公開するなど、「がん情報サービス」

と各学会との協働（相互リンク）を広めて

いくことは、 

「All Japan のがん情報提供体制の構築」

の 1 つの形になり得るのではないかと期待

される。現在、分担研究者が役員として所

属する日本食道学会との協働の可能性を模

索し始めたところである。 

がん相談支援の有効性の検証とエビデン 

スに基づく相談支援体制を構築については、

MAUT 解析や研究方法の議論に留まっているが、

がん相談体験のスケール開発や、相談 支援

センター利用前後の比較による有効性 の検

証、さらに propensity score matching 解析

の方法を模索するなど、世界的に見て もが

んの相談支援の効果検証のための全く 新し

い取り組みになる可能性があり、精力 的に

推進していく必要があると考える。 

 
Ｅ．結論 

本研究の目的を達するためには、各種学

会を巻き込んだ全国展開をすることが極め

て重要である。地道な作業であっても、が

ん対策推進基本計画の達成のためには、本

研究のような活動は継続していく必要があ

ると考える。 
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